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第１章 人口ビジョンの策定にあたって 

１．策定の背景 

 現在、日本全体が人口減少社会に突入している中、地方においては消滅可能性自治体の予測

など、深刻な問題となっています。本町においても昭和 60 年頃から、人口減少が続いており、

同時に少子・高齢化が急速に進行していることにより、人口構造が変化し、中長期的な視点に

おいて、まちの活力やコミュニティの維持について、難しい局面を迎えています。 

■日本の出生数と合計特殊出生率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：人口動態調査 

 

 

■日本の総人口の将来推計 

 

 

 

 

 

 

 

※合計特殊出生率：15 歳から 49 歳までの女性の年齢別出生率を合計したもので、1 人の女性が仮にその年次の年齢別出生率で一生

の間に生むとした時の子ども数に相当。 

 

資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年 1月推計）」（出生中位（死亡中位）） 
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 こうした全国的な人口減少と、それに伴う地方の衰退に歯止めをかけるため、国においては、

平成 26 年 11 月に制定された、まち・ひと・しごと創生法を受け、平成 26 年 12 月に、人口の

現状と将来の展望を提示する「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」（以下、「国の長期ビジ

ョン」という。）及び、今後、５か年の政府の施策の方向を提示する「まち・ひと・しごと創生

総合戦略」（以下「国の総合戦略」という。）が閣議決定されました。国の長期ビジョンでは、

平成 72 年（2060 年）に１億人程度の人口を維持することをめざすこととされており、国の総

合戦略では、その達成に向け３つの基本的視点（１）「東京一極集中」を是正する、（２）若い

世代の就労・結婚・子育ての希望を実現する、（３）地域の特性に即して地域課題を解決する、

と４つの基本目標「①地方における安定した雇用を創出する」「②地方への新しいひとの流れを

つくる」「③若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる」「④時代に合った地域をつくり、

安心なくらしを守るとともに、地域と地域を連携する」が掲げられるなど、５年間の施策展開

の方向性が示されています。 

 

 これを受けて、地方公共団体においては、国の長期ビジョン及び総合戦略を勘案し、人口の

現状と将来の展望を提示する「地方人口ビジョン」及び地域の実情に応じた５か年の施策の方

向を提示する地方版総合戦略の策定に努めることとされました。 

 

 本町においても、長期的・継続的な人口減少に歯止めをかけ、将来に向けた計画的なまちづ

くりを展望するための方向性を示すため、築上町人口ビジョン（以下、「人口ビジョン」という。）

を策定することとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※東京一極集中：日本において、政治・経済・文化・人口など、社会における資本・資源・活動が首都圏（特に東京都）に集中している

状況。 
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２．人口ビジョンの位置付け 

 人口ビジョンは、本町における人口の現状を分析するとともに、人口に関する住民の認識を

共有しながら、今後めざすべき将来の方向と人口の将来展望を提示するものです。 

また、同時に策定する築上町まち・ひと・しごと創生総合戦略（以下「総合戦略」という。）

において、まち・ひと・しごと創生の実現に向けた効果的な施策を企画立案する上での基礎と

なるものと位置付け、整合性を保ったものとします。 

さらに、人口減少に歯止めをかける積極戦略と、人口減少に対応したまちづくりを行う調整

戦略のバランスを図りながら、今後の人口の変化が地域の将来に与える影響の分析・考察を行

い、めざすべき将来の方向等を提示します。 

 

３．対象期間 

 人口ビジョンの対象期間は、長期的な視野に立った展望を行うため、国の長期ビジョンの期

間（平成 72 年（2060 年））としますが、中期的（平成 52 年（2040 年））な将来人口推計に重点

を置きます。なお、国の方針転換や、今後の本町における住宅開発等の影響、社会経済動向の

変化など、人口に大きな影響を与える要因があった場合などにおいては、適宜見直しを行うも

のとします。 
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４．人口ビジョンの全体構成 

 人口ビジョンの全体構成は、以下の通りです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人口の現状分析 

ア 人口動向分析 

・総人口、年齢区分別人口 

・自然動態、社会動態     等 

イ 将来人口推計と分析 

・出生率、移動率などの仮定 

・自然増、社会増の影響度分析 等 

ウ 人口の変化が地域の将来に

与える影響の分析・考察 

人口に関する現状と課題整理 

ア 現状分析からの把握 イ 各種調査からの把握 

・アンケート調査結果 

・関係団体調査結果   等 

ウ 人口ビジョンにおける 

重点課題 

人口の将来展望 

ア 基本的な視点 イ めざすべき将来の方向 

※自然動態：一定期間における出生・死亡に伴う人口の動き。 

※社会動態：一定期間における転入・転出に伴う人口の動き。 
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第２章 築上町の現状分析 

１．人口動向分析 

（１）人口の推移と状況 

① 総人口と将来推計 

昭和 30 年国勢調査の人口は 27,772 人で、その後 15年減少を続け、昭和 45年には 24,894人

となっています。その後、昭和 60 年まで人口は増加し、総人口 25,706 人となりますが、平成

に入ってからは減少を続け、平成 22年には 19,544人となり、昭和 30年から 8,228人減少して

います。 

年齢３区分別人口では、生産年齢人口である 15～64 歳と年少人口である 0～14 歳で減少傾向

が続いている一方、老年人口である 65 歳以上では増加が続いており、少子高齢化が進む中で、

今後も人口の減少傾向が続くと考えられます。 

■総人口と年齢３区分別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：国勢調査（総人口は年齢不詳を含むため、合計が一致しない場合があります。平成 27 年「総数」は速報値。） 
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（％）

② 年齢３区分別人口比率 

年齢３区分別人口比率をみると、年少人口比率は、国、県とおおむね同様に推移してきてい

ますが、わずかに国、県より高くなっています。生産年齢人口比率については、国より低い水

準で推移しており、2010 年には 60.1％となっています。 

老年人口比率については、県とおおむね同様に推移してきており、2010 年には 26.5％と 30

年間で 15 ポイント以上高くなっています。 

 

■年齢３区分別人口比率 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年少人口 0～14歳 

生産年齢人口 15～64 歳 

老年人口 65 歳以上 

資料：国勢調査 
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③ 人口ピラミッド 

人口ピラミッドの推移をみると、団塊の世代が 61～63歳となった 2010 年には、60～64 歳人

口が男女ともに多くなっています。また、1990 年から 2010 年にかけては、男女ともに 19 歳以

下の人口が大きく減少するとともに、65 歳以上の高齢者人口が大きく増加しており、特に 2010

年には、75 歳以上の後期高齢者人口の増加が顕著になっています。 

■人口ピラミッド（1990 年、2000 年、2010 年） 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 
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3,132 2,973

737

565

1,679

1,899

141
174

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

平成17年 平成22年

夫婦のみの世帯 二世代世帯 三世代世帯 単独世帯 その他

7,405

（世帯）

7,467

④ 家族類型毎の世帯数の推移 

世帯状況をみると、平成 17 年から平成 22 年の５年間で 62世帯減少し、7,405世帯となって

います。家族類型別の世帯数の推移をみると、「夫婦のみの世帯」、「単独世帯」が増加していま

す。 

■家族類型別世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■家族類型別世帯割合の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

資料：国勢調査 
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死亡数
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2001
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20112013

▲ 300
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▲ 100

0

100

▲ 300 ▲ 200 ▲ 100
0 100

自
然

増
減
数
（
人
）

社会増減数（人）

人口増加

ゾーン

人口減少

ゾーン

 

（２）自然動態、社会動態の推移 

① 自然増減、社会増減の推移 

自然増減（出生数－死亡数）をみると、期間を通じて、死亡数が出生数を上回っているため、

自然減の状態が続いています。また、出生数が緩やかな減少傾向にある中で、死亡数が増加し

ているため、自然減の大きさは増大する傾向にあります。 

社会増減（転入数－転出数）については、期間を通じて、転出数が転入数を上回っているた

め、社会減となっています。 

■出生・死亡数、転入・転出数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 自然増減と社会増減の影響 

自然動態、社会動態ともに減少の傾向で推移しており、人口減少局面が継続しています。ま

た、年々人口減の傾向が強くなってきていると考えられ、2011年には社会減の大幅な緩和から、

人口減少数が少なくなりましたが、2013 年には再び増大しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：Fukuoka Data Web 

■自然増減と社会増減の影響（1999～2013 年） 

資料：Fukuoka Data Web 
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1.65
1.55

1.49

1.82

1.72

1.5

1.38

1.42

1.64

1

1.2

1.4

1.6

1.8

2

1983年
～1987年

1988年
～1992年

1993年
～1997年

1998年
～2002年

2003年
～2007年

2008年
～2012年

（椎田町） （築城町） 築上町 福岡県 全国

3,548 3,319
2,817 2,550 2,341 2,186 1,932

29.3%
26.8%

22.5%
19.7% 19.5%

20.7%

23.5%

0%

10%

20%

30%

40%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

1980年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年

女性（20歳代、30歳代）

子ども女性比

（人）

 

③ 合計特殊出生率の推移及び比較 

合計特殊出生率の推移をみると、全国的な流れに合わせて、1998年～2002 年頃まで減少して

いましたが、2008年～2012 年頃には増加に転じています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 若年女性人口の推移 

若年女性の人口（20歳代、30歳代）については、一貫して減少しており、出生数の減少の一

因となっていると考えられます。 

子ども女性比（0～4 歳人口の 15～49 歳女性人口に対する割合）をみると、2000 年まで減少

し続けていましたが、以降増加傾向にあり、2010 年には 23.5％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■女性人口と子ども女性比 

資料：国勢調査 

■合計特殊出生率の推移及び比較 

資料：人口動態調査 
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⑤ 年齢階層別未婚率の推移 

性別年齢階層別の未婚率の推移をみると、男女全年齢階層で総じて増加傾向にあります。し

かし、若年層では直近の調査で減少が見られます。また、2010 年の生涯未婚率をみると、男性

で 20.1％、女性で 9.2％と男性では５人に 1人、女性では 10 人に 1人が生涯結婚をしないとい

う状況になっています。人口減少の克服のためには未婚者が結婚しない原因への対応が必要で

す。 

 

○男性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○女性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■年齢階層別未婚率の推移 

資料：国勢調査、生涯未婚率は国勢調査値から算出 

※生涯未婚率は 50歳時の未婚率であり、45～49歳と 50～54歳の未婚率の平均により算出 

 

58.7

71.4
68.5

25.5

53.5

13.4

33.7

2.9

20.1
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（％）
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57.3
53.2
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37.4
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（人）

 

⑥ 年齢階級別転入・転出者数 

2010 年の年齢階級別転入・転出者数をみると、転入者数では 25～29 歳が最も多く、20歳代、

30歳代で多くなっています。また、20～24 歳では県外からの転入者の割合が特に高くなってい

ます。一方、転出者数では、30～34 歳で最も多く、転入者数と同様に、20 歳代、30 歳代で多

くなっています。 

15～19 歳で特に転出超過となっていますが、進学や就職を機に町外へ出ている人が多くなっ

ていると考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■年齢階級別転入・転出者数（2010 年） 

資料：国勢調査 
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⑦ 近隣自治体間における人口移動 

近隣自治体間における人口移動の状況をみると、行橋市と北九州市に対して転入・転出が多

くなっています。 

転入超過となっている自治体は中津市のみとなっており、近隣自治体に対しては転出超過の

傾向が強く出ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■近隣自治体間における人口移動（2010 年） 

278人

527人

64人

58人

21人

17人

165人

110人

7人

16人

築上町

転入者数：

（うち県内）：

転出者数：

（うち県内）：

中津市

吉富町

行橋市

豊前市

上毛町

苅田町

75人

92人

297人

210人

北九州市

1,990人

1,034人

2,662人

1,552人

みやこ町

78人

82人

福岡市

75人

144人
うち東京 転入： 39人

転出： 71人

愛知 転入： 32人

転出： 62人

大阪 転入： 29人

転出： 19人

その他県外

2005年→2010年

873人

1,052人

資料：国勢調査 

※転入超過：一定期間における転入数が転出数を上回っている状態 

※転出超過：一定期間における転出数が転入数を上回っている状態 
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⑧ 住宅所有の状況（持ち家・借家・空き家） 

平成 25年度の住宅所有の状況をみると、総住宅数 11,610軒のうち、持ち家数が 5,860軒と

なっており、比率をみると、国や県より高い持ち家率となっています。一方で、借家数は 2,370

軒となっており、比率をみると、国、県より低い借家率となっています。高い持ち家率は高い

空き家率につながるため、今後も空き家の利活用を含めた対策の検討が必要です。 

■持ち家数・借家数・空き家の比較（平成 25 年度） 

 

（軒） 築上町 福岡県 全国 

持ち家数 5,860 1,163,500 32,165,800 

借家数 2,370 963,700 18,518,900 

空き家数 - 316,800 8,195,600 

総住宅数 11,610 2,163,200 52,102,200 

 

 

■総世帯数に対する持ち家率・借家率の比較（平成 25年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住宅・土地統計調査 

資料：住宅・土地統計調査 
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（３）地域産業の状況 

① 産業構造別人口の推移 

産業構造別人口の推移をみると、総人口の減少に伴い就業人口も減少傾向にあり、1995年に

はわずかな増加が見られましたが、2010 年には 8,619人と 2000 年からの 10 年間で、1,400 人

近く減少しています。また、産業構造の３区分別就業人口割合をみると、第１次産業について

は減少し続けており、第２次産業は 2000 年まで増加していましたが、2005 年には減少してい

ます。第３次産業については、就業人口は増減しつつおおむね横ばいですが、就業人口割合は

一貫して増加しており、2010 年には全体の 65.2％を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

※合計は分類不能の産業を含むため産業ごとの合計と一致しません 

資料：国勢調査 

■３区分別就業人口 

■３区分別就業人口割合 
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（人）

1986年 1991年 1994年 1996年 1999年 2001年 2004年 2006年 2009年 2012年

第１次 16 40 31 31 29 502 520 319 467 377

3 - - - - 0 0 - - -

973 1,217 1,024 1,336 1,114 1,058 1,004 834 730 680

332 559 562 629 508 483 480 447 379 397

1 10 - 17 - 10 - 8 9 -

情報通信業 - 8 10 1

運輸業 172 156 268 240

1,558 1,632 1,437 1,485 1,488 1,469 1,079 995 1,056 945

65 82 72 72 62 44 49 54 41 73

6 9 12 16 12 16 11 23 30 22

1,721 1,656 1,204 1,719 1,218 1,697 1,062 2,233 2,030 1,495

1,816 1,734 - 1,708 - 1,792 530 1,783 244 275

第３次

電気・ガス・熱供給・水道業

運輸・通信業 136 153

農林漁業

第２次

鉱業

建設業

製造業

189

卸売・小売業，飲食店

金融・保険業

不動産業

121

サ－ビス業

公務（他に分類されないもの）

156 62

（事業所数）

1986年 1991年 1994年 1996年 1999年 2001年 2004年 2006年 2009年 2012年

第１次 3 8 5 5 5 33 32 31 36 29

2 - - - - 0 0 - - -

231 218 212 190 185 174 167 153 144 123

46 55 56 47 40 37 32 27 27 25

1 2 - 3 - 2 - 4 4 -

情報通信業 - 1 2 1

運輸業 14 14 21 18

471 440 413 372 355 336 266 248 228 194

6 7 7 8 8 10 10 9 8 11

6 9 12 12 8 8 9 12 18 14

307 290 258 281 237 264 142 323 276 238

14 15 - 14 - 14 138 10 54 59

不動産業

13

サ－ビス業

公務（他に分類されないもの）

16 9

第３次

電気・ガス・熱供給・水道業

運輸・通信業 22 18 18

卸売・小売業，飲食店

金融・保険業

農林漁業

第２次

鉱業

建設業

製造業

② 産業大分類別従業員数 

産業大分類別の従業員数をみると、2012 年時点で最も多い産業はサービス業であり、次いで

卸売・小売業、飲食店となっています。また、第２次産業では建設業で従業員数が多くなって

います。 

事業所数をみると、2004年までは卸売・小売業、飲食店が最も多くなっていますが、その後

減少しながら推移しており、2006 年からはサービス業が最も多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■産業大分類別従業員数 

■産業大分類別事業所数 

※「運輸・通信業」は 2004 年より「情報通信業」と「運輸業」に分類が分かれている 

※1994、1999、2004、2012 年は民営事業所のみの調査となっている 

※不動産業：不動産の取引や賃貸、管理業などの産業 

※サービス業：宿泊や飲食サービス、アミューズメント、教育・学習支援、医療・福祉などの産業 

資料：事業所・企業統計調査、経済統計センサス 
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1,589 

59 

1,286 

3,725 

702 

3,031 

1,127 

7,064 

1,678 

534 

7,927 

0

2,500

5,000

7,500

10,000

農林水産業 鉱業 製造業 建設業 電気・ガス・

水道業

卸売・小売業 金融・保険業 不動産業 運輸業 情報通信業 サービス業

（百万円）

（百万円）

2003

年

2004

年

2005

年

2006

年

2007

年

2008

年

2009

年

2010

年

2011

年

2012

年

2,443 1,894 1,923 1,583 1,548 1,622 1,526 1,567 1,577 1,589

0 0 7 17 19 3 3 3 17 59

2,118 1,940 1,734 1,322 1,737 1,355 1,898 2,465 1,222 1,286

5,528 3,938 2,944 2,712 3,099 3,307 2,597 2,859 3,881 3,725

1,322 1,258 1,146 1,117 1,021 990 1,069 970 788 702

2,997 2,972 2,856 2,743 2,763 2,792 2,986 2,972 2,958 3,031

1,415 1,440 1,571 1,527 1,554 1,259 1,226 1,208 1,165 1,127

7,106 7,190 7,138 7,286 7,276 7,072 7,207 7,112 7,037 7,064

運輸業 1,937 1,954 2,022 2,012 1,560 1,286 1,736 1,678

情報通信業 545 536 527 500 500 486 483 534

6,735 7,074 6,180 7,079 7,364 7,380 7,530 7,597 7,735 7,927

農林水産業

鉱業

製造業

建設業

2,432

サービス業

電気・ガス・水道業

卸売・小売業

金融・保険業

不動産業

運輸・通信業 2,357

③ 産業別総生産 

産業別総生産をみると、サービス業の総生産額が最も高くなっており、就業人口と域内総生

産がサービス業に集中し、本町にとって重要性の高いことがわかります。また、建設業や卸売・

小売業など、従業員数や事業所数が多い産業は域内総生産も高くなっています。 

一方、不動産業は従業員数が多くないものの域内総生産が高く、従業者数一人当たりの総生

産額が高いことがうかがえます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■産業別域内総生産 

資料：市町村民経済計算 
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④ 地域経済圏 

2010 年の就業人口の地域ごとの流入、流出をみると、行橋市（1,339 人）への流出人口が最

も多く、次いで北九州市（949 人）、豊前市（816 人）となっています。また、流入人口につい

ても行橋市（1,012 人）が最も多く、次いで豊前市（398 人）、みやこ町（195 人）となってお

り、特に行橋市と経済的な結びつきが強いと言えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,012人

1,339人

129人

303人

39人

63人

816人

398人

69人

73人

築上町

人口：

流入人口：

流出人口：

昼夜間人口比率：

中津市

吉富町

行橋市

豊前市

上毛町

苅田町

151人

593人

949人

121人

北九州市

19,544人

2,250人

4,874人

87.4%

みやこ町

195人

394人

福岡市

8人

57人

■就業人口の流入・流出の状況（2010 年） 

資料：国勢調査 
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⑤ 雇用割合と特化係数 

本町の雇用力（雇用割合）と稼ぐ力（修正特化係数）の状況をみると、雇用力が最もあるの

は国家公務となっており、築城基地が立地している町の状況を反映したものとなっています。

次いで、社会保険・社会福祉・介護事業、総合工事、飲食料品小売業、農業と続きます。一方、

稼ぐ力が最もあるのも国家公務となっています。次いで、農業、はん用機械器具製造業、総合

工事と続きます。 

比較的雇用力の高い社会保険・社会福祉・介護事業や、比較的稼ぐ力の高い農業、はん用機

械器具製造業など、地域に即した基盤事業の活性化が求められます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「雇用力」：産業分類別にそのまちの従業者割合をみたもので、この割合が高いほど、多くの人がその産業で働いており、まちの雇用

を支えていると言える。 

※「稼ぐ力」：まちの産業分類別従業者割合を国の産業分類別従業者割合で割ったもので、「特化係数」と呼ばれる。国平均に対して、

どれだけ特化された産業の集積があるかを示している。 

 

■基盤産業と非基盤産業（2012 年度） 

①基盤産業・非基盤産業従業員数  ③従業員の総人口比率 

基盤産業従業員（人） 2,815 従業者数（人） 6,542 

非基盤産業従業員（人） 3,727 総人口（人）平成 24 年 1 月 31 日住民基本台帳 20,169 

合計 6,542 従業者に対する総人口比率 3.08 

②基盤産業・非基盤産業比率  ④基盤産業による人口への影響シミュレーション 

基盤産業・非基盤産業比率 1.32 基盤産業における雇用増仮定値（人） 100 

  人口増数（人） 716 

※基盤産業：域外を主たる販売市場とした産業。一般的に農林漁業、鉱業、製造業、宿泊業、運輸業（特に水運）が該当。大都市では一

部のサービス業もあてはまる。 

 

※非基盤産業：域内を主たる販売市場としている産業で、建設業、小売業、対個人サービス、公共的サービス、公務、金融保険業（支店、

営業所）、不動産業などが該当。 

※基盤産業において雇用増仮定値分（ここでは 100 人とした）の雇用者が増加した場合に、町の人口が何人増となるかのシミュレーション。 

資料：経済センサス活動調査 

■雇用力と稼ぐ力（2012 年度） 
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２．将来人口推計と分析 

 社人研の「日本の地域別将来人口推計（平成 25 年３月推計）」（パターン１）、日本創成会議

による「地域別将来人口推計」（パターン２）に加え、本町独自の将来人口推計（パターン３）

を以下のとおり実施しました。 

（１）将来人口推計 

① パターン別の概要 

 パターン１（社人研） パターン２（日本創成会議） パターン３（町独自推計） 

基準年 2010 年 2010 年 2010 年 

推計年 2015 年～2060 年 2015 年～2040 年 2015 年～2060 年 

概要 

主に平成 17年（2005 年）から平

成 22年（2010 年）の人口の動向

を勘案し将来の人口を推計 

社人研推計をベースに、 

移動に関して異なる仮定を

設定 

町独自の推計 

出生に

関する

仮定 

原則として、平成 22年（2010 年）

の全国の子ども女性比（15～49

歳女性人口に対する0～4歳人口

の比）と各市町村の子ども女性

比との比をとり、その比が平成

27年（2015 年）以降 52年（2040

年）まで一定として市町村ごと

に仮定。 

同左 

合計特殊出生率が 

平成 42年（2030 年）に 1.9    

(アンケート結果による希望出生数)、 

平成 52年（2040 年）に 2.1    

と仮定。 

死亡に

関する

仮定 

原則として、55～59 歳→60～64

歳以下では、全国と都道府県の

平成 17 年（2005 年）から平成

22年（2010 年）の生残率から算

出される生残率を都道府県内市

町村に対して一律に適用。60～

64歳→65～69歳以上では上述に

加えて都道府県と市町村の平成

12 年（2000 年）→17 年（2005

年）の生残率の比から算出され

る生残率を市町村別に適用。 

同左 同左 

移動に

関する

仮定 

原則として、平成 17年（2005 年）

～22年（2010 年）の国勢調査（実

績）に基づいて算出された純移

動率が、平成 27年（2015 年）～

32年（2020 年）までに定率で 0.5

倍に縮小し、その後はその値を

平成47年（2035年）～52年（2040

年）まで一定と仮定。 

全国の移動総数が社人研の

平成 22 年（2010 年）～27

年（2015 年）の推計値から

縮小せずに、平成 47 年

（2035 年）～平成 52 年

（2040 年）まで概ね同水準

で推移すると仮定。 

パターン１の推計結果に対して、すべ

ての年齢層で２ポイント分の移動率

の改善※をすると仮定。 

 

※例えば… 

Ｈ22の女性 25～29歳人口は 455人で

あるので、９人分の転入増（転出減）

となる。 
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② 総人口推計のパターン別比較 

本町では転出が転入を上回る状況であり、純移動率を縮小せずに同水準で推移するとの仮定

に基づくパターン２では、平成 22(2010)年から平成 52(2040)年にかけて、約 8,200 人減少する

見通しとなっています。 

また、パターン３は、パターン１、２より、総人口は増加する見通しとなっており、2040 年

でパターン１より 2,304人多くなっています。 

 

■総人口の比較（パターン１、パターン２、パターン３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  2010 年 2015 年 2020 年 2025 年 2030 年 2035 年 2040 年 2045 年 2050 年 2055 年 2060 年 

パターン１ 

（社人研） 

19,535  18,599  17,182  16,010  14,824  13,674  12,572  11,540  10,601  9,736  8,910  

パターン２ 

（日本創成会議） 

19,535  18,599  16,976  15,549  14,096  12,671  11,296          

パターン３ 

（町独自推計） 

19,535  18,599  18,029  17,254  16,436  15,634  14,876  14,153  13,495  12,890  12,307  

 

12,572 

8,910 

11,296 

19,535 

14,876 

12,307 

7,000

9,000

11,000

13,000

15,000

17,000

19,000

21,000

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

パターン１（社人研） パターン２（日本創成会議） パターン３（町独自推計）

（人）

2,304 人の増加 

1,276人の減少 

3,397 人の増加 
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2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

年少人口 生産年齢人口 老年人口

第１段階  第２段階           第３段階 

 

② 人口減少段階の分析（パターン１ベース） 

人口減少段階は、一般的に「第１段階：老年人口増加＋生産年齢・年少人口減少」「第２段階：

老年人口維持・微減＋生産年齢・年少人口減少」「第３段階：老年人口減少＋生産年齢・年少人

口減少」の３つの段階を経て進行するとされています。 

パターン１によると、平成 22 年(2010 年)の人口を基準とした場合の老年人口の推移につい

ては、平成 22年(2010 年)から平成 27 年(2015年)にかけて増加する「第１段階」となっており、

以降、維持・微減の「第２段階」、平成 37 年(2025年)以降は「第３段階」に入り、本格的な人

口減少となると予測されます。 

 

■人口減少段階の分析（パターン１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■町の人口減少段階（パターン１）  

分類 

平成 22 年(2010 年) 

（人） 

平成 52 年(2040 年) 

（人） 

平成 22 年を 100 とした 

場合の平成 52年の指数 

老年人口 5,880 4,772 81 

生産年齢人口 11,227 6,455 57 

年少人口 2,428 1,345 55 
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（２）将来人口に及ぼす自然増減・社会増減の影響度の分析 

① シミュレーションの概要 

 将来人口推計におけるパターン１をベースに以下のそれぞれ２つのシミュレーションを行い

ます。 

シミュレーション１ 

（自然増減の影響） 

仮に、合計特殊出生率が人口置換水準（人口を長期的に一定に保

てる水準の 2.1）まで上昇したとした場合 

シミュレーション２ 

（社会増減の影響） 

仮に、合計特殊出生率が人口置換水準（2.1）まで上昇し、かつ人

口移動が均衡したとした場合（転入・転出数が同数となり、移動

がゼロとなった場合） 

 

② 自然増減、社会増減の影響度の分析（パターン１ベース） 

自然増減の影響度が「２：100～105％」、社会増減の影響度が「３：110～120％」となってお

り、出生率が低く、転出超過についても大きいことがうかがえます。今後、さらに出生率の上

昇につながる施策に取り組みつづけながら、特に、人口流出を抑制し、人口流入を増大させる

取り組みを進めることが人口減少に歯止めをかける上で効果的であると考えられます。 

 

■自然増減、社会増減の影響度 

分類 計算方法 影響度 

自然増減の 

影響度 

シミュレーション１の平成 52 年(2040 年)推計人口=13,097（人） 

パターン 1の平成 52 年(2040 年)推計人口=12,572（人） 

⇒13,097（人）/12,572（人）=104％ 

２ 

社会増減の 

影響度 

シミュレーション２の平成 52 年(2040 年)推計人口=15,650（人） 

シミュレーション１の平成 52 年(2040 年)推計人口=13,097（人） 

⇒15,650（人）/13,097（人）=119％ 

３ 

 

 

 

 

 

 

 

「自然増減の影響度」 

・（シミュレーション１の平成 52年(2040 年)の総人口）／（パターン１の平成 52年(2040 年)の総人口） 

の数値に応じて、以下の 5段階に整理。 

「１」＝100％未満、「２」＝100～105％、「３」＝105～110％、 

「４」＝110～115％、「５」＝115%以上の増加 

「社会増減の影響度」 

・（シミュレーション２の平成 52 年(2040 年)の総人口）／（シミュレーション１の平成 52 年(2040 年)の

総人口）の数値に応じて、以下の５段階に整理。 

「１」＝100％未満、「２」＝100～110％、「３」＝110～120％、 

「４」＝120～130％、「５」＝130%以上の増加 
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■人口増減率の分析（パターン１ベース） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■自然増減、社会増減の影響度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0
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5
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自然増減の影響度

社
会
増

減
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影

響
度
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社会増減の影響度「３」
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15,650 

0
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パターン１ シミュレーション１ シミュレーション２
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第３章 人口に関する現状と課題 

１．現状からの把握 

（１）統計基礎調査総括 

① 人口分析結果のまとめ 

■総人口の推移 

本町では、高度経済成長期の人口流出等から 1955年から 1970 年まで人口減少が続いていま

した。その後、1970 年から 1985 年は安定成長期に入り、人口増加が続いていましたが、1985

年以降は、現在に至るまで人口減少が続いています。 

 

 

 

 

■年齢３区分別人口の推移 

1980 年代から現在まで、生産年齢人口と年少人口の割合の低下が続いている一方で、老年人

口の割合は一貫して増加し続けてきています。 

また、全国平均と比較した場合、生産年齢人口比率については、国より低い水準で推移して

おり、老年人口比率については、国より高くなっています。 

 

 

 

 

■人口動態の推移 

自然動態をみると、死亡数の方が大きく、自然減の状態が続いています。社会動態について

は、転出超過となっており、社会減となっています。 

出生数が緩やかな減少傾向にある中で、死亡数が増加しているため、自然減の大きさは増大

する傾向にあります。 

合計特殊出生率については、全国的な流れに合わせて、2008年～2012 年には増加しています。 

2010 年の年齢階級別転入・転出者数をみると、転入者数では 25～29 歳が最も多く、20歳代、

30歳代で多くなっています。また、20～24 歳では県外からの転入者の割合が特に高くなってい

ます。一方、転出者数では、30～34 歳で最も多く、転入者数と同様に、20 歳代、30 歳代で多

くなっています。 

 

 

 

◆30 年間人口減少が続いている 

◆今後も減少傾向は続くと考えられる 

◆生産年齢人口が減少し続けており、今後もその傾向は続くと考えられる 

◆年少人口の減少幅は縮小の傾向が見られる 

◆自然減、社会減の状態が続いている 

◆若年層の転出が多くなっている 
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② 築上町の強みと弱み 

■（強み）若年層の県外転入者が多い（弱み）若年層の転出者が多い 

2010 年の 20 歳代の転入者数のうち半分以上を県外からの転入者が占めています。また、一

方で、20～30歳代の子育て世代で転出者が多くなっており、人口減少の克服のため、転入者の

定着、転出者の抑制を図っていくことが重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■地域産業構造から 

自衛隊基地の立地により、雇用に加え、基地でのお祭り等集客力のあるイベントを催すなど、

経済の循環が生まれています。 

社会保険・社会福祉・介護事業や、農業、はん用機械器具製造業などの産業において、比較

的雇用力と稼ぐ力があるという結果が出ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

強みを活かし、弱みを克服するために強みを活かし、弱みを克服するために強みを活かし、弱みを克服するために強みを活かし、弱みを克服するために    

◆転入者の定着を図るため、また、町外で就業していても、町内での居住を選

択する人が増加するよう、結婚・出産・子育ての希望をかなえる取り組みや

住環境を向上させる取り組みなどを行う 

◆県外からの若い世代の転入については、自衛隊基地が立地している特性上、

自衛隊員の転入の影響が少なからずあると考えられるため、自衛隊員への定

住促進策の充実を図る 

強みを活かし、弱みを克服するために強みを活かし、弱みを克服するために強みを活かし、弱みを克服するために強みを活かし、弱みを克服するために    

◆自衛隊基地が立地していることを活かし、災害時の活動やイベントだけでな

く、町内のさまざまな分野での活動を促進する 

◆介護事業や農業等、担い手不足が問題となっている産業で担い手を確保する

ための人材育成や情報発信の充実に取り組む 

◆稼ぐ力の高い農業の強化のため、特産品開発や観光農園化事業などで６次産

業化を図る 
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（２）アンケート調査（結果抜粋） 

○調査概要 

・調査地域   ：築上町全域 

・調査対象者  ：築上町に在住している 18 歳以上の方 

・抽出方法   ：住民基本台帳より、年齢階層に応じて 2,600 名を無作為抽出 

・調査期間   ：平成 27 年 7月 14 日～７月 30 日 

・調査方法   ：郵送による配布・回収 

 

配布数 

（Ａ） 

回収票数 

（Ｂ） 

回収率 

（Ｂ） 

集計対象数 

（Ａ） 

2,600 864 33.2% 864 

 

 

① 結婚・出産・子育てについて 

【調査番号：問 11（１）、問 12、問 13】 

結婚している方の理想的な子どもの人数と最終的に持つつもりの子どもの人数をみると、理想

的な人数では「３人」であるのに対し、最終的に持つつもりの人数では「２人」が最も多くなっ

ています。 

その理由をみると、「子育てや教育にお金がかかるから」が 59.6％と最も高くなっていますが、

「ほしいけれどもできないから」も17.6％となっています。 

 

■理想的な子どもの人数        ■最終的に持つつもりの子どもの人数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.6

37.4

52.7

6.1

0.6

0.4

0.2

0% 20% 40% 60%

１人

２人

３人

４人

５人

６人

不明・無回答

<数量回答>

N=505

10.9

49.5

34.1

4.8

0.5

0.2

0% 20% 40% 60%

１人

２人

３人

４人

５人

不明・無回答

<数量回答>

N=440
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■持つつもりの子どもの人数が理想より少ない理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

59.6

8.1

11.8

5.9

2.9

36.8

10.3

4.4

17.6

5.1

4.4

11.0

6.6

7.4

0% 20% 40% 60% 80%

子育てや教育にお金がかかるから

家が狭いから

自分の仕事（勤めや家業）に差し支えるから

子どもがのびのび育つ環境ではないから

自分や夫婦の生活を大切にしたいから

年齢的に難しいから

育児の心理的、身体的負担に耐えられないから

健康上の理由で子育てが難しいから

ほしいけれどもできないから

配偶者（パートナー）の家事・育児への

協力が得られないから

配偶者（パートナー）が望まないから

末子が自分もしくは配偶者（パートナー）の

定年退職までに成人してほしいから

その他

不明・無回答

<複数回答>

N=136



    

29 

13.2 52.4 28.4 6.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=317)

３年以内に結婚（再婚）したい いずれは結婚（再婚）したい

結婚（再婚）するつもりはない 不明・無回答

<単数回答>

21.1

0.0

3.3

31.1

26.7

21.1

38.9

7.8

4.4

18.9

2.2

3.3

7.8

5.6

21.1

6.7

0% 10% 20% 30% 40% 50%

経済的な制約が増える

結婚相手の年収が自分より高い（低い）

結婚相手の雇用が不安定

適当な相手がいない

出会いがない

異性とうまく付き合えない・恋愛が面倒

自分の時間を失いたくない

仕事（学業）との両立が難しい

まだ若すぎる

親戚付き合いや夫婦関係など結婚後の生活に

（経済的なもの以外で）不安がある

姓を変えるのに抵抗がある

離婚が不安

子どもがほしくない

子育てが大変そう

その他

不明・無回答

<複数回答>

N=90

【調査番号：問 14（１）、問 14（３）】 

結婚していない方の結婚（再婚）願望の有無をみると、「いずれは結婚（再婚）したい」が 52.4％

と最も高くなっていますが、「結婚（再婚）するつもりはない」と回答した方も 28.4％となって

います。 

結婚（再婚）するつもりはない理由をみると、「自分の時間を失いたくない」が 38.9％と最も

高くなっています。 

 

■結婚（再婚）願望の有無   

 

 

 

 

 

 

 

 

■結婚（再婚）するつもりはない理由   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合 わ せ る と

65.6％ 
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【調査番号：問 16】 

結婚・出産・子育ての希望をかなえるために必要な支援・対策についてみると、「子育てや教育

にかかる費用負担の軽減」が 47.3％と最も高くなっています。 

 

■結婚・出産・子育ての希望をかなえるため、必要な（だった）支援・対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

33.2

10.0

25.7

6.4

4.6

31.7

47.3

19.1

13.1

22.3

21.4

4.7

3.6

9.7

0% 20% 40% 60% 80%

安定的な雇用の確保（正社員就職のための

支援、きめ細かな相談支援等）

婚活支援の充実（男女の出会いの場の提供）

結婚祝金の給付、住宅取得や家賃に対する

助成などの経済的支援

妊娠期から子育て期にわたるまでの

一貫した相談支援

産後（出産後概ね１年間）の相談支援、訪問、

情報提供等のケアの充実

産婦人科や小児科など安心できる医療体制

子育てや教育にかかる費用負担の軽減

保育園、幼稚園、認定こども園、その他の施設で

実施される保育サービスの充実

放課後児童クラブ（学童保育）の充実

子どもの教育環境の充実

育児休業の取得促進や長時間労働の抑制など、

仕事と子育てが両立できる労働環境の整備

まちの環境面での子育てしやすさの充実

（授乳室、おむつ交換スペース等）

その他

不明・無回答

<複数回答>

N=864
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【調査番号：問 18】 

教育・文化の取り組みにどのようなことを望むかについてみると、「基礎学力の向上」の点数が

最も高く、次いで「小学校、中学校の施設の整備」、「研修・趣味の講座やスポーツの振興など、

生涯にわたる生きがいの場づくり」となっています。 

また、前回 1 位の「家庭での教育」が今回は５位、前回２位の基礎学力の向上が今回は１位と

なっています。 

 

■教育・文化の取り組みに望むこと 

順

位 

〈単数回答〉 

N=864 

点数 

１ 基礎学力の向上 950 

２ 小学校、中学校の施設の整備 636 

３ 

研修・趣味の講座やスポーツの振興など、生涯にわたる 

生きがいの場づくり 

510 

４ 図書館を充実させ、多くの人が利用できる学習の場を設置 481 

５ 子育ての支援や相談の場などを設け、家庭での教育力を高める 431 

※点数上位５位までを抜粋 

※優先順位順に３つの回答を得ました。優先順位１番目（３点）、優先順位２番目（２点）、優先順位３番目（１

点）で回答を点数化し、全体の回答割合を算出しています。 

 

【選択肢】 

１．基礎学力の向上 

２．子育ての支援や相談の場などを設け、家庭での教育力を高める 

３．読書の推進や体験活動をとおし、青少年の健全な育成を図る 

４．国際化・情報化に対応した人材の育成 

５．老若男女を問わない地域行事への積極的な参加の推進 

６．研修・趣味の講座やスポーツの振興など、生涯にわたる生きがいの場づくり 

７．文化的な遺産の保護や継承 

８．小学校、中学校の施設の整備 

９．図書館を充実させ、多くの人が利用できる学習の場を設置 

10．公民館・集会所など地域の生涯学習施設の充実 

11．スポーツ施設（体育館・グラウンドなど）の整備充実 

12．専門学校や大学の誘致 

13．その他 

 

総合計画にかかる住民アンケート（平成 18 年） 

○ 点数上位５位までを抜粋 

順位 

〈単数回答〉 

N=406 

点数 

１ 家庭での教育 440 

２ 基礎学力の向上 377 

３ 生涯にわたる生きがいづくり 260 

４ 図書館の充実 213 

５ 地域行事への積極的な参加推進 199 
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33.8 30.3 10.2 9.0 14.6 2.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=864)

住み続ける おそらく住み続ける おそらく転居する

転居する わからない 不明・無回答

<単数回答>

② 移住・定住について 

【調査番号：問 22、問 23（３）】 

今後の居住予定についてみると、「住み続ける」が 33.8％と最も高く、次いで「おそらく住み

続ける」が30.3％となっています。 

また、転出の際に特に重視することをみると、「日ごろの買い物などの便利さ」が 42.2％と最

も高くなっていますが、「治安のよさ」も29.5%となっています。 

 

■今後の居住予定  

 

 

 

 

 

 

 

 

■転出の際に特に重視すること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合 わ せ る と

64.1％ 

合 わ せ る と

19.2％ 

7.8

31.3

10.2

18.1

0.6

36.7

42.2

16.3

9.0

4.2

23.5

4.8

6.6

4.2

4.8

29.5

10.8

2.4

3.0

4.2

0% 10% 20% 30% 40% 50%

出身地であること

就労の場があること

親や子、友人・知人が近くにいること

価格や広さなど住宅事情のよさ

農業や家庭菜園ができること

交通機関の利便性のよさ

日ごろの買い物などの便利さ

保育園や公園などの子育て環境のよさ

学校などの教育環境のよさ

文化・スポーツ施設の利用のしやすさ

福祉・医療施設の利用のしやすさ

気候のよさ

自然環境の豊かさ

まちなみや景観のよさ

災害などが少なく安全であること

治安のよさ

行政サービスが充実していること

特にない

その他

不明・無回答

<複数回答>

N=166
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17.7

7.9

20.3

12.4

7.2

7.6

3.9

26.9

49.1

28.9

44.4

12.5

2.9

8.8

0% 20% 40% 60%

親子が安心して集まれる場の整備

子連れでも安心して出かけられるよう

「子育てのバリアフリー化」の取り組み

子育てに困ったときの相談体制の充実

子育て支援に関する情報提供の充実

子育ての講座や教室など子育てについて

学べる機会の充実

父親の子育て参加意識の啓発

子育てサークル活動への支援の充実

病児・病後児保育の充実

小児救急など安心して子どもが医療機関を

利用できる体制の整備

子どもの安全を確保する対策の充実

育児休業給付、児童手当、扶養控除の拡充、

教育費などの子育て世帯への経済的援助の拡充

公営住宅の優先入居など住宅面での

配慮や支援

その他

不明・無回答

<複数回答>

N=864

③ 生活圏について 

【調査番号：問 17（①結婚・出産・子育てについて）、問 30】 

町に望む子育て支援の取り組みについてみると、「小児救急など安心して子どもが医療機関を利

用できる体制の整備」が 49.1％と最も高くなっています。 

また、日常の生活圏の中で足りないと思われる施設・設備についてみると、「飲食店」が 44.2％

と最も高くなっていますが、「医療施設（診療所、病院等）」も29.5%となっています。 

 

■町に望む子育て支援の取り組み 
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44.2

27.9

36.5

28.4

8.7

25.8

31.1

29.5

13.8

6.8

8.7

5.4

14.6

8.1

10.6

5.0

3.7

0% 20% 40% 60%

飲食店

衣料品店

ＣＤ・ＤＶＤショップ、本屋等

映画館、ゲームセンター等の娯楽施設

コンビニエンスストア

スーパーマーケット

大型ショッピングモール

医療施設（診療所、病院等）

福祉施設（高齢者、障がい者施設等）

子育て支援施設（保育園、幼稚園等）

文化施設（文化活動やコミュニティの場）

教育施設（小・中学校、高等学校）

金融機関

行政施設（役所、窓口サービス等）

特にない

その他

不明・無回答

<複数回答>

N=864

■日常の生活圏の中で足りないと思われる施設・設備 
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10.7

14.3

14.3

7.1

3.6

7.1

32.1

10.7

0.0

0% 10% 20% 30% 40%

町内

北九州市内

福岡市内

近隣都市圏（中津市、

豊前市、行橋市）

首都圏（東京都を中心とする圏域）

首都圏以外の大都市圏

場所は問わない

その他

不明・無回答

<単数回答>

N=28

76.0

60.0

32.0

24.0

32.0

4.0

4.0

0.0

8.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

希望するような仕事・求人がないから

町外のほうが、企業や求人の

選択肢が多いから

町外のほうが、給料や福利厚生などの面で

有利であると思うから

親元を離れて暮らしたいから

新しい場所で生活してみたいから

通勤などの面で、経済的に難しいから

町外のほうが、友人や知人が多いから

両親や親戚が勧めるから

その他

不明・無回答

<複数回答>

N=25

④ 進路や就職について 

【調査番号：問 33（１）、問 33（３）】 

就職する場所の希望についてみると、「場所は問わない」が32.1％と最も高くなっています。 

また、町外で就職したい理由についてみると、「希望するような仕事・求人がないから」が76.0％

と最も高く、次いで「町外のほうが、企業や求人の選択肢が多いから」が60.0％となっています。 

 

■就職する場所の希望 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■町外で就職したい理由 
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（３）アンケート調査からの課題把握 

■結婚・出産・子育てについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■移住・定住について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■進学や就職について 

 

 

 

 

 

 

 

〇子どもの人数が理想より少ない理由において、「子育てや教育にお金がかかるから」、結

婚・出産・子育ての支援・対策においても、「子育てや教育に係る費用負担の軽減」を望

んでいるなど、結婚・出産・子育てにおいて、経済的な要因が影響していることがうか

がえます。 

〇子どもの人数が理想より少ない理由において、「ほしいけれどもできないから」も少なか

らずおられるため、不妊治療への補助、相談体制など検討していく必要があります。 

〇結婚したくない理由において、「自分の時間を失いたくない」と結婚に対してネガティブ

なイメージを持つ方もうかがえるため、今後、結婚の素晴らしさ、仕事と家庭の両立に

ついてセミナーの開催などに取り組む必要があります。 

○教育・文化の取り組みに望むことにおいて、平成 18年実施の総合計画策定に係る住民ア

ンケートでは「家庭での教育」が最も望まれていましたが、今回調査では、基礎学力の

向上が最も望まれています。 

 

〇転出のきっかけとして、「日ごろの買い物などの便利さ」と回答した方が 42.2％となって

います。また、「治安のよさ」を重視する方も高くなっており、街灯の設置や夜の見廻り

等の対策が必要と考えられます。 

〇町に望む子育て支援の取り組みにおいて、「小児救急など安心して子どもが医療機関を利

用できる体制の整備」、日常の生活圏の中で足りないと思われる施設・設備においても、

「医療施設（診療所、病院等）」を望んでいるなど、「医療機関」を重視する割合が高く

なっており、医療機関が不足していると感じる方の不安を和らげるため、相談体制の充

実や医療機関へつなげる体制の整備が考えられます。 

 

〇就職する場所の希望において、「場所は問わない」、町外で就職したい理由においては、「希

望するような仕事・求人がないから」が最も高いなど、就職する際に場所にはこだわら

ず、仕事・求人を重視する方が高くなっているため、町内に安定した雇用を確保し、住

民が望む就業の実現等につなげていく必要があります。 
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２．人口ビジョンにおける課題整理 

（１）「結婚・出産・子育ての希望」をかなえられる環境の整備 

統計によると、「未婚化」「晩婚化」が全国的な傾向と同様に本町でも数値として表れており、

出生数の減少に影響していると考えられます。また、ひとりの女性が生涯に産む子どもの数を

示す合計特殊出生率も人口置き換え水準である2.07を下回り、近年は1.6台で推移しています。 

一方で、人口ビジョン・総合戦略策定のためのアンケート調査結果において、結婚している

方の理想的な子どもの人数と最終的に持つつもりの子どもの人数をみると、理想的な人数では「３

人」であるのに対し、最終的に持つつもりの人数では「２人」が最も多くなっているなど、本町

においても結婚や子どもを育てることへの希望を持っていることがうかがえます。 

こうした若い世代が持つ結婚や子育てに関する希望を本町でかなえることができるよう、生

活の基盤となる雇用の確保や出会いの場の創出、子育て支援サービスの充実や地域で子育てを

支援する環境づくりを進めることが引き続き重要となります。そして、「築上町で子育てをした

い」「教育環境として築上町を選びたい」と思ってもらえるよう、本町で子育てをする魅力・教

育環境としての魅力を積極的に発信していくことも大切です。 

 

（２）「築上町での暮らし」を選択する定住者の増加 

転入・転出数の状況をみると、転入者数では 25～29 歳が最も多く、20歳代、30歳代で多く

なっています。また、20～24 歳では県外からの転入者の割合が特に高くなっています。一方、

転出者数では、30～34 歳で最も多く、転入者数と同様に 20歳代、30歳代で多くなっています。 

こうした課題を乗り越えるため、町内に安定した雇用を確保し、住民が望む就業の実現等に

つなげていく取り組みを進めていくとともに、若者の起業意欲を喚起できるよう、地場産業と

のマッチングを図るなど、暮らしの場として、本町が若い世代を中心に幅広く「選ばれる」た

めに、本町の誇る資源や差別化できる魅力を精査し、定住者増加へつなげる取り組みを進めて

いくことが求められます。 
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【平成72（2060）年】

 

（３）人口の変化が地域の将来に与える影響 

老年人口指数をみると、昭和 55（1980）年から平成 37（2025）年まで急速な増加傾向となっ

ています。社人研の「日本の地域別将来人口推計（平成 25年３月推計）」によると、平成 37（2025）

年に 72.9と老年人口指数は 70 を超え、平成 72（2060）年に 79.3 でピークを迎えるのに対し

て、シミュレーション２（出生率向上＋移動均衡）では、平成 37年（2025年）に 67.3 でピー

クを迎えて以降、生産年齢人口の減少に歯止めがかかり、老年人口指数も減少に転ずると考え

られます。 

その他、若年層の減少による影響では、地域経済において労働力の供給や消費の面で影響が

考えられます。教育・地域文化への影響では、児童数の減少や公共施設の統廃合、長寿命化等

の方針を定め、適正に管理することが求められます。 

町財政への影響についても、生産年齢人口数の減少傾向は変わらないと想定されることから、

住民税収入の縮小等に伴い歳入の減少が予想されます。 

 

■人口構造の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：社人研「日本の地域別将来人口推計（平成 25年３月推計）」（パターン１） 
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■人口構造の変化（パターン１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査及び社人研「日本の地域別将来人口推計（平成25年３月推計）」（パターン１） 

※老年人口指数：生産年齢人口 100人が高齢者を何人支えているかを示す。 

 

■人口構造の変化（シミュレーション２：合計特殊出生率 2.1＋人口移動均衡） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査及び社人研「日本の地域別将来人口推計（平成25年３月推計）」（シミュレーション２） 

※老年人口指数：生産年齢人口 100人が高齢者を何人支えているかを示す。 
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第４章 人口の将来展望 

１．めざすべき将来の方向 

将来人口推計のシミュレーション結果からもわかるとおり、出生数の増加や社会増をも

たらす施策が本町の人口減少対策として有効であることから、出生と移動に関するめざす

べき将来の方向を示し、本町における将来の人口について展望します。 

 

（１）「築上町での暮らし」を選択する定住者の増加 

魅力あるしごとづくりと本町の求人ニーズ、求職者のマッチングのための取り組みを進め

るほか、情報提供などの支援を強化し、Ｕターン者の増加に向けて、さまざまな交流機会の

提供や定住につなげるための仕組みづくりを行います。また、次世代に向けて、本町に住み

続けたいと思ってもらえるよう郷土を思う気持ちの醸成や教育環境の充実等を図ります。 

 

（「まち・ひと・しごと創生総合戦略」 基本目標１・３へ） 

 

（２）「出会い・結婚・出産・子育ての希望」をかなえられる環境の整備 

出会い・結婚・出産・子育ての希望がかなえられるよう、若い世代のニーズをとらえた結

婚支援や、妊娠から出産・子育てまで切れ目のない支援を推進します。子育て支援のサービ

スや地域での子育て環境の充実を図ります。 

 

（「まち・ひと・しごと創生総合戦略」 基本目標３へ） 

 

（３）安心できる暮らしを守り、生活機能を維持できる地域づくり 

本町の住民がいつまでも安心して暮らし続けることができるよう、地域における生活拠点

の整備をはじめ、利便性の向上や防災対策の推進など、本町の地域的特性や資源を最大限に

活用しながら、生活機能が維持できる地域づくりを推進します。 

 

（「まち・ひと・しごと創生総合戦略」 基本目標２へ） 

 

２．人口規模について 

人口減少、少子高齢化が進行する中、これらの本町への影響を回避するため、これまでの人

口の現状分析や各種調査分析結果を踏まえ、本町の独自推計を設定しました。今後、平成 72

（2060）年までの人口規模をふまえ、本町のめざすべき将来の方向のもと、魅力ある雇用を創

出し、若者の希望がかなえられる時代に合った地域づくりを行います。 
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